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ごあいさつ

イーバンク銀行は、2001年7月23日に開業した、わが国で最も新しいインターネット専業銀行

です。当社は、既存の銀行のように貸出、預金、外為といったフルラインのサービスは行なわず、

使い勝手が良く、安全性の高い決済サービスを提供する「ペイメント・プロバイダー」として特色

ある経営を行なっていく方針です。開業以来、多くの個人・法人のお客様にイーバンク口座を

開設いただき、心より感謝いたしております。

電子商取引市場が急拡大し、ブロードバンド化により映像や音楽などのデジタルコンテンツ

が手軽に楽しめる時代になり、インターネット上で完結する決済サービスへのニーズが日々高ま

っています。パソコンや携帯電話などインターネットにアクセスできる端末さえあれば、いつでも

どこでも簡単にお金のやりとりができる、こうしたシンプルで利便性の高いサービスを提供する

ことがわれわれの使命です。また、安価な決済手段のご提供により少額商品でも自由に流通で

きる環境を作ることで、わが国経済の活性化に貢献していきたいと考えています。

今後、メールアドレスを利用した送金や携帯電話での資金決済、さらにはインターネット上だ

けでなく日常生活におけるオンサイトでのリアル決済など、これまでの銀行になかった全く新し

いサービスをご提供することで、ユーザビリティを向上しさらに多くのお客様にご利用頂けるよう

努力して参ります。これからも一層ご支援賜りますよう、お願い申し上げます。

平成14年7月

代表取締役社長　松尾　泰一
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経営理念

当社は以下の「３つのe」を経営理念としております。

「３つのe」とは、excellence（＝決済サービスとしての「優位性」を常に追及すること）、

efficiency（＝お客様への「効率性」の提供、銀行としての効率的なサービスを追求する

こと）、entertainment（＝インターネット時代にふさわしい「楽しさ」を追求すること）

を表しています。
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当社の概要

■ 概　　要

■ 大株主一覧

1. 名　　称 イーバンク銀行株式会社（英名：eBANK Corporation）

2. 本店所在地 東京都千代田区内幸町1-1-7 大和生命ビル（営業所は本店のみ1店）

3. 設　　立 2000年1月14日

4. 開　　業 2001年7月23日

5. 資 本 金 89億4,535万円

株　主　名 所有株式数 持株比率

松尾　泰一 34千株 15.39 ％

ターコイズ・インターナショナル・ファイナンス社 18千株 8.37 ％

日本テレコム株式会社 12千株 5.67 %

三井住友海上火災保険株式会社 6千株 2.96 %

シーティーシー・ファイナンシャル
エンジニアリング株式会社 6千株 2.69 %

アコム株式会社 5千株 2.24 %

ゼネラル・エレクトリック・キャピタル・
コンシューマーファイナンス株式会社 4千株 2.07 %

株式会社ニッシン 4千株 2.06 %

ヤフー株式会社 4千株 2.06 %

オムロン株式会社 4千株 1.92 %
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組織図

役員･従業員の状況

株主総会

取締役会

社　　長

監査役会

会　　長

アドヴァイザリー
コミッティー

執行役員会

副社長

管理本部 営業本部 CS本部 システム本部

運営監視機能 コンプライアンス

情報管理

監　　査

企画本部

管理部 法人営業部 カスタマーセンター 開発グループ経営企画部

総務部 戦略営業部

広報宣伝部

インフラ･維持
運用グループサービス企画部

公開準備室

■ 役員一覧
取 締 役 会 長

代表取締役社長

代表取締役副社長

代表取締役副社長

取 　 締 　 役

取 　 締 　 役

取 　 締 　 役

監 　 査 　 役

監 　 査 　 役

監 　 査 　 役

監 　 査 　 役

■ 従業員の状況
55名　他に派遣社員21名

（平成14年3月31日現在）

丹治　　誠 （たんじ　まこと）

松尾　泰一（まつお　たいいち）

若山　健彦（わかやま　たけひこ）

星 S 治 男（ほしざき　はるお）

T野 　 和 夫（たかの　かずお）

知識　秀道 （ちしき　ひでみち）

グラハム･ホームズ･スーター

冨金原　俊二（ふきんばら しゅんじ）

平尾　光司（ひらお　こうじ）

川原　　尚（かわはら　たかし）

山田　貞一郎 （やまだ　ていいちろう）
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営業の概況

当社は平成13年7月6日に銀行業の営業免許を取得、同年7月23日に決済に特化したネット専

業銀行として開業しました。8月にはイーバンク決済が可能なショッピングサイトを集めた「イーバ

ンクショッピングサイト」がオープン。バラエティに富んだショッピングサイトの数々がジャンルご

とに分けられ、お客様のニーズにあったラインアップで取り揃えています。また11月にはKDDI株

式会社、伊藤忠テクノサイエンス株式会社等と共同で決済連動型モバイルコマースの実証実験

に参加。暗号アルゴリズムを小型モジュールに格納し既存の携帯電話機に装着することにより、

ユーザビリティと安全性を兼ね備えたモバイルコマースを簡便に実現しました。また、

Yahoo!JAPANやエキサイトなどの大手ポータルサイトや大規模マーチャント等の有力サイトとの

業務提携を積極的に進め、簡便な決済サービスを提供するとともに、各サイトのユーザーをイー

バンク口座開設へナビゲートし、口座数を拡大しました。

当期は顧客口座獲得を優先し、低手数料・各種無料キャンペーンの展開などを実施しました。

年度後半にはシステムの安定稼働と営業活動および顧客サポートの努力により、顧客口座開設

は安定軌道に乗り、月間個人開設口座数は36千口座まで増加しています。この結果、開設済口

座数は個人143千口座、法人932口座に至りました。

当期における業績は以下のとおりとなりました。預金残高は23億66百万円となりました。預け

金残高は、資産の運用方針として流動性・安全性を重視し他銀行への預け金として運用したこと

から52億15百万円の残高となりました。有価証券は3億17百万円となりました。その他資産はシ

ステム開発を積極的に進めたことによる無形固定資産が積み上がり16億88百万円となりました。

なお、総資産残高は73億69百万円となりました。

当期における経常収益は、顧客獲得を優先し、低手数料、各種無料キャンペーンの展開など

から、90百万円となりました。一方、経常費用はシステム開発費やカスタマーセンター運営費の

効率的な支出、ターゲットを絞り込んだ広告宣伝費の投入などに努めました結果、38億54百万

円となりました。この結果、経常損失は37億63百万円、当期損失は37億70百万円となりました。
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業務の内容

■ 商品・サービスの概要
イーバンク銀行は、決済専業のオンライン銀行として利便性の高い各種決済サービスをご

提供しており、お客様からお預かりした預金については大手他行の預け金など流動性・安全

性に配慮した運用をいたしております。個人のお客様向けには、イーバンク銀行口座間での

送金や請求、ショッピングの決済、他の金融機関への振込みがご利用いただけます。また、

各種会費の自動引落にもご利用いただけます。法人のお客様向けには、振替リンクサービス

もご提供しています。預金商品としては、決済用の資金を効率的に運用していただくために、

普通預金をご提供しています。

■ 個人向け決済サービス
イーバンク銀行口座間の送金や請求、イーバンク決済を導入しているオンラインショップ

での決済を、個人のお客様には手数料負担ゼロでご利用いただけます。イーバンク銀行口

座間であれば、２４時間３６５日リアルタイムで決済でき、飲食代の清算からオークションやオ

ンラインショッピングの支払まで、いつでもどこでも手軽にご利用いただけます。また、イー

バンク銀行ホームページでは、イーバンク決済を導入しているショッピングサイトの情報提供

を行い、利便性に加えてエンターテインメント性を重視したウェブサイトを運営しております。

■ 法人向け決済サービス
法人のお客様には、お客様のオンライン上の店舗にリンクを貼るだけで簡単に導入できる、

振替決済サービスをご提供しています。オンラインショップを運営するマーチャントにとって

導入負担が非常に軽く、入金をリアルタイムでご確認いただくことができるため、物品のオン

ライン販売に加え、デジタルコンテンツ販売の決済にも最適です。今後は、携帯電話でもご

利用いただけるようになり、ＰＣ・携帯Web上のe-commerceの拡大とともに成長が期待され

るサービスです。

■ お取り引きチャネル
ご利用いただけるチャネルは、現在ではＰＣを通したインターネット取引きが中心となって

おります。お取引の照会やお問い合わせは、コールセンターでも受け付けております。今後

は携帯電話等の新しいチャネルへ拡大し、いつでもどこでも簡単にお取り引きいただけるよ

う、更に利便性を高めていく予定です。
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業務運営の状況

■リスク管理体制
当社は、決済業務を中心とした業務展開を行うインターネット専業銀行としてのリスクの特

性を踏まえ、実効性ある効率的なリスク管理体制を構築しております。リスクの源泉、リスク

の運営方針、リスクの管理方針等のリスク管理基本方針を取締役会において決定し、この基

本方針のもとリスク管理に関する規程を策定し、各部署はリスク管理規程に従って業務を遂

行しております。障害や災害の発生時の対応方針は「コンティンジェンシープラン」に規定し、

銀行としての公共的使命を全うすべく万全を期しております。

＜信用リスクの管理体制＞

信用リスクに関する基本方針を「リスク管理基本ポリシー」に規定し、これを遵守しており

ます。信用リスクは現状、当社のALM運営や資金流動性確保に必要な他銀行への預け金取

引等に伴うもの以外は取得しないものとし、さらに信用供与先は決済委託銀行に限定してお

り、信用リスクについては抑制的かつ限定的に運用を行っております。また自己査定規程に

従い、適正な自己査定を実施しております。

＜市場リスクの管理体制＞

市場リスクに関する基本方針を「リスク管理基本ポリシー」に規定し、これを遵守しており

ます。当社は預金の余資運用については全額他行への普通預け金で運用しており市場リス

クについては抑制的に運営しております。またリスク管理部門が遵守状況を日次でモニタリ

ングし、経営宛報告を行っております。

＜流動性リスクの管理体制＞

流動性リスクに関する基本方針を「リスク管理基本ポリシー」及び、「資金流動性・決済リス

ク管理ポリシー」に規定し、これを遵守しております。前述のとおり当社の預金の余資運用に

ついては全額他行への普通預け金等で運用しており、流動性リスクについても抑制的に運用

しております。またリスク管理部門は遵守状況を日次でモニタリングし、経営宛報告を行って

おります。
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＜事務リスク管理体制＞

当社は有人店舗を持たず、インターネットによる非対面取引を専門に行う銀行として、その

特殊性を認識し、事務リスクの管理体制を構築しております。取引開始時の本人確認を厳正

に行い、疑わしい取引の抽出等のマネーロンダリング防止にも注力しております。また、コー

ルセンターにおいて事故受付を年中無休でお応えする体制をとっております。これらの事務

につきましてはプロシージャー、マニュアルに則り、正確、適切に行っております。

＜情報セキュリティーリスク管理体制＞

情報セキュリティーリスクに関する基本方針を「情報セキュリティー管理ポリシー」に規定し、

これを遵守しております。社内にある情報を重要度に応じて区分し、区分レベルに合った管

理を行うとともに、情報セキュリティーリスクを統括する責任者として、情報セキュリティー・

オフィサーを設置し遵守状況をチェックしております。

＜システムリスクの管理体制＞

当社は業務運営の大半をシステムに依存していることから当社のリスクの根幹との認識の

もと、システムリスクの管理体制を構築しております。

システムに関する規程として「情報システム管理ポリシー」を定め、これに基づきシステム

の開発、管理・運用を厳格に実施しております。災害・障害時に備えてネットワーク・ハード

機器の二重化や、顧客データの隔地保管等を実施しております。また、災害対策センターか

らプライマリーセンターへのデータの復元を迅速に行える設計としており、より信頼性の高

い安全な運用を実現しております。さらに顧客財産の保全を第一とし、業務の継続を図り、

中断の範囲や期間を極小化し、迅速かつ効率的に業務の再開を行うために「コンティンジェ

ンシープラン」を定めており、お客様が安心してお取引を行って頂ける体制としております。

当社システムへの不正侵入についてはファイアーウォ－ルの設置による防止やネットワー

クやシステムへの24時間365日にわたる常時監視、また別途セキュリティー対策ソフトウエア

の導入等により不測の事態を予防しております。
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■ コンプライアンス体制
当社は、銀行の公共的使命を全うするためには高度な倫理観をもって業務を遂行するとと

もに、経営の健全性を高め、社会の信用・信頼を確保することが何よりも重要な課題と認識

をしております。

このため「罰則のある法令、行政処分の対象となる法令、諸規則を遵守すること」は当然の義

務として、更に「社会的規範をも遵守し、確固たる倫理観に基づいた公正な行動をとること」

を役職員に求めております。

社内での取り組みとしては、以下を行っております。

・業務計画にコンプライアンスの実践計画を謳い、随時進捗状況を見直す体制を構築してお

ります。

・社内所定の整備を実施するとともに、「倫理規程」「コンプライアンスポリシー」「コンプライ

アンスマニュアル」を策定するともに、研修を実施し、社内教育に努めております。

・各種業務案件推進につきましては、コンプライアンスオフィサーによるコンプライアンス上の

チェックが機能する体制を構築しております。
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決算の状況

■ 主要な経営指標（平成13年度）

経常収益  90 

経常損失  △ 3,763 

当期損失  △ 3,770 

資本金  8,945 

発行済株式の総数 222千株 

純資産額  4,312 

総資産額  7,369 

預金残高  2,366 

貸出金残高 ＿ 

有価証券残高 317 

単体自己資本比率（国内基準） 132.38％ 

配当性向  ＿ 

従業員数（期末残） 55人 

（単位：百万円） 

（注）銀行法第14条の2に基づき単体自己資本比率（国内基準）を算出しております。
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■ 貸借対照表（平成14年3月31日現在）

資産の部 負債の部 

現金預け金 5,217 

 現金  2 

 預け金 5,215 

有価証券  317 

 その他の証券 317 

その他資産 1,688 

 前払費用 15 

 未収収益 10 

 ソフトウェア 973 

 ソフトウェア仮払金 443 

 還付未収消費税等 201 

 その他の資産 43 

動産不動産 146 

 土地建物動産 42 

 保証金権利金 103 

 

 

 

 

 

 

資産の部  7,369

預金   2,366 

 普通預金 2,366 

その他負債 597 

 未決済為替借 23 

 未払法人税等 7 

 未払費用 399 

 従業員預り金 6 

 未払金 142 

 その他の負債 18 

賞与引当金 31 

繰延税金負債 60 

負債の部合計 3,056 

資本の部 

資本金  8,945 

法定準備金 0 

 資本準備金 0 

欠損金  4,715 

 当期未処理損失 4,715 

  当期損失 3,770 

評価差額金 83 

資本の部合計 4,312 

負債及び資本の部合計 7,369

（単位：百万円）
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（注記）

1. 当行は平成13年6月28日に銀行営業免許を取得し、銀行

法（昭和56年法律第59条）に定める銀行に該当すること

となったため、当期の貸借対照表及び損益計算書につき

ましては「銀行法施行規則（昭和57年大蔵省令第10号）」

に準拠して作成しております。

2. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

3. 有価証券の評価は、その他有価証券のうち時価のあるも

のについては期末日の市場価格等に基づく時価法（売却

原価は主として移動平均法により算定）。なお、その他有

価証券の評価差額については、全部資本直入法により

処理しております。

4. 動産不動産の減価償却は、定率法（ただし、建物（建物

附属設備を除く。）については定額法）を採用し、年間減価

償却費見積額を期間により接分し計上しております。なお、

主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　50年

動産　3年～20年

5. 自社利用のソフトウェアについては、行内における利用可

能期間（5年）に基づく定額法により償却しております。

6. 新株発行費及び社債発行費は支出時に全額費用として

処理しております。また、社債発行差金については資産と

して計上し、社債の償還期間にわたり均等償却を行って

おります。

7. 外貨建資産・負債勘定は、決算日の為替相場による円換

算額を付しております。

なお、改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取

引等会計処理基準の改訂に関する意見書」（企業会計審

議会平成11年10月22日））を適用しております。

8. 賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、

従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当期に帰属す

る額を計上しております。

9. リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に準じた会計処理によっております。

10. 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっ

ております。

11. 動産不動産の減価償却累計額　8百万円

12. 貸借対照表に計上した動産不動産のほか、電子計算機

等の一部については、リース契約により使用しております。

13. 当座貸越契約は、顧客からの融資実行の申し出を受け

た場合に、契約上規定された条件について違反がない

限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契

約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、

ありません。

14. 旧商法第280条ノ19第1項に規定する、取締役及び使用

人に付与している新株引受権（商法等の一部を改正する

法律（平成13年法律第128号）附則第6条の規定にもと

づき、この法律の施行後もなお従前の例によることとさ

れている新株の引受権）の内容は次のとおりであります。

また、旧商法第341条ノ8に規定する新株引受権付社債

（商法等の一部を改正する法律（平成13年法律第128号）

附則第8条の規定にもとづき、この法律の施行後も従前

の例によることとされている新株引受権付社債）に関して

新株引受権の内容は次のとおりであります。

15. 1株当たりの当期損失　　16,961円04銭

16. 商法第290条第1項第6号に規定されている時価を付した

ことにより増加した純資産額は、83百万円であります。

17. 有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次のとお

りであります。

その他有価証券で時価のあるもの

なお、上記の評価差額から繰延税金負債 60百万円を差

し引いた額 83百万円が、「評価差額金」に含まれており

ます。

対象となる株式の種類 

普通株式 

普通株式 

普通株式 

普通株式 

普通株式 

対象となる株式の総数 

3千株 

1千株 

4千株 

1千株 

0千株 

  新株の発行価格（行使価格） 

60,000円 

65,000円 

71,500円 

65,000円 

65,000円 

対象となる株式の種類 

普通株式 

普通株式 

対象となる株式の総数 

39千株 

4千株 

  新株の発行価格（行使価格） 

  5,000円 

65,000円 

取得原価 

173百万円 

賃借対照表計上額 

317百万円 

  評価差額（うち益） 

 144百万円（144万円） 
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■ 損益計算書（平成13年4月1日～平成14年3月31日）

■ 損失処理計算書

■ 監査証明

経常収益   90 
 資金運用収益 1 
  貸出金利息 0 
  預け金利息 1 
 役務取引等収益 87 
  受入為替手数料 2 
  その他の役務収益 84 
 その他経常収益 2 
  その他の経常収益 2 
経常費用   3,854 
 資金調達費用 4 
  預金利息 1 
  社債利息 0 
  社債発行差金償却 2 
 役務取引等費用 35 
  支払為替手数料 4 
  その他の役務費用 31 
 営業経費 3,779 
 その他経常費用 34 
  その他の経常費用 34 
経常損失   3,763 
税引前当期損失  3,763 
法人税、住民税及び事業税  7 
当期損失   3,770 
前期繰越損失  944 
当期未処理損失 　　　 4,715

（単位：百万円） 

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

当期未処理損失  4,715 

次期繰越損失  4,715

（単位：百万円） 

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

平成13年4月1日～平成14年3月31日会計期間の貸借対照表、損益計算書、損益処理計算

書につきましては、「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第2条の規定に基づ

き中央青山監査法人の監査を受けております。
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損益の状況

■ 粗利益（平成13年度）

資金運用収支  △ 3 

役務取引等収支  51 

その他業務収支  － 

業務粗利益  48 

業務粗利益率  － 

（単位：百万円） 

■ 業務純益（平成13年度）

業務純益   △ 3,711

（単位：百万円） 

■ 資金運用・調達勘定の平均残高、利息、利回り（平成13年度）

国内業務部門 資金運用勘定 5,136 1 ー 

 　うち有価証券 173 ー ー 

 　うち預け金 4,962 1 ー 

 資金調達勘定 616 1 ー 

 　うち預金 596 1 ー 

国際業務部門 資金運用勘定 ー ー ー 

 　うち有価証券 ー ー ー 

 　うち預け金 ー ー ー 

 資金調達勘定 ー ー ー 

 　うち預金 ー ー ー 

合計 資金運用勘定 5,136 1 ー 

 　うち有価証券 173 ー ー 

 　うち預け金 4,962 1 ー 

 資金調達勘定 616 1 ー 

 　うち預金 596 1 ー 

（単位：百万円）

平均残高 利回り（％）利息 

（注）業務粗利益率につきましては、銀行業務開始が平成13年7月23日のため、
記載しておりません。

（注）1. 平均残高につきましては、銀行業務開始後の期間である平成13年7月23日～平成14年3月31日までの期間に基づいて算出しております。
2. 利回りにつきましては、銀行業務開始が平成13年7月23日であるため、記載しておりません。
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■ 受取利息・支払利息の分析（平成13年度）

残高による増減 － － － 

利率による増減 － － － 

純増減 － － － 

利率による増減 － － － 

残高による増減 － － － 

純増減 － － － 

（単位：百万円） 

国内業務部門 国際業務部門 合計 

受
取
利
息 

支
払
利
息 

■ 役務取引の状況（平成13年度）
（単位：百万円） 

国内業務部門 国際業務部門 合計 

役務取引等収益 87 － 87 

役務取引等費用 35 － 35

■ その他業務の状況（平成13年度）
（単位：百万円） 

国内業務部門 国際業務部門 合計 

その他業務収益 － － － 

その他業務費用 － － － 

■ 営業経費の内訳（平成13年度）

給料・手当 401 

退職給付費用 20 

福利厚生費 38 

減価償却費 163 

土地建物機械賃借料 723 

営繕費 389 

消耗品費 51 

給水光熱費 3 

旅費 15 

通信費 174 

広告宣伝費 633 

諸会費・寄付金・交際費 7 

租税公課 1 

業務委託費 857 

その他 299 

合計 3,779

（単位：百万円） 

（注）銀行業務開始初年度のため増減比較は行っておりません。
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■ 利益率（平成13年度）

総資産経常利益率 － 

資本経常利益率 － 

総資産当期純利益率 － 

資本当期純利益率 － 

（単位：％） 

（注）利益率に該当する諸指標につきましては、銀行業務開始が平成
13年7月23日のため、記載しておりません。

■ 利鞘（平成13年度）
（単位：％） 

国内業務部門 国際業務部門 合計 

資金運用利回り － － － 

資金調達原価 － － － 

総資金利鞘 － － － 

（注）上記につきましては、銀行業務開始が平成13年7月23日のため、記載しておりません。
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業務の状況

■ 預金科目別残高（平成14年3月31日）

■ 定期預金残存期間別残高
該当ありません。

＜期末残高＞ 

流動性預金 2,366 － 2,366 

定期性預金 － － － 

　うち固定自由金利定期預金 － － － 

　うち変動自由金利定期預金 － － － 

その他 － － － 

計  2,366 － 2,366 

譲渡性預金 － － － 

合計 2,366 － 2,366

（単位：百万円）

国内業務部門 国際業務部門 合計 

流動性預金 594 － 594 

定期性預金 1 － 1 

　うち固定自由金利定期預金 1 － 1 

　うち変動自由金利定期預金 － － － 

その他 － － － 

計  596 － 596 

譲渡性預金 － － － 

合計 596 － 596

（単位：百万円）

国内業務部門 国際業務部門 合計 

＜平均残高＞ 

（注）平均残高につきましては、銀行業務開始後の期間である平成13年7月23日～平成14年3月31日の期間に基づいて算出しております。
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■ 貸出金科目別残高（平成14年3月31日）

＜期末残高＞ 

手形貸付 － － － 

証書貸付 － － － 

割引手形 － － － 

当座貸越 － － － 

合計 － － － 

（単位：百万円） 

国内業務部門 国際業務部門 合計 

手形貸付 － － － 

証書貸付 － － － 

割引手形 － － － 

当座貸越 0 － 0 

合計 0 － 0

（単位：百万円） 

国内業務部門 国際業務部門 合計 

＜平均残高＞ 

（注）平均残高につきましては、銀行業務開始後の期間である平成13年7月23日～平成14年3月31日の期間に
基づいて算出しております。
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■ 貸出金残存期間別残高
該当ありません。

■ 貸出金担保別内訳
該当ありません。

■ 貸出金使途別内訳
該当ありません。

■ 貸出金業種別内訳
該当ありません。

■ 中小企業向貸出
該当ありません。

■ 特定債権残高
該当ありません。

■ 預貸率（平成13年度）

期末残高 － － － 

期中平均 0 － 0

（単位：％） 

国内業務部門 海外業務部門 合計 

■ 貸倒引当金内訳（平成14年3月31日）

一般貸倒引当金  － 

個別貸倒引当金  － 

特定海外債権引当勘定  － 

（単位：百万円） 

（注）貸倒引当金につきましては、平成14年3月31日現在発生しておりません。

■ 貸出金償却額
該当ありません。
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■ 有価証券の時価情報（平成13年度）

取得原価 貸借対照表計上額 評価差額 うち益 うち損 

株式 － － － － － 

債券 － － － － － 

その他 173 317 144 144 － 

合計 173 317 144 144 － 

（単位：百万円）

■ その他有価証券評価額金（平成13年度）

その他有価証券評価差額  144 

　うち繰延税金負債  60 

　うち評価差額金  83

（単位：百万円） 

その他有価証券で時価のあるもの

貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。

（注）売買目的有価証券等の上記以外の有価証券取引はありません。

■ 金銭の信託の時価等情報
該当ありません。

■ デリバティブ取引情報
該当ありません。
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■ 有価証券残高（平成14年3月31日）

＜期末残高＞ 

国債 － － － 

地方債 － － － 

社債 － － － 

株式 － － － 

その他の証券 317 － 317 

合計 317 － 317

国債 － － － 

地方債 － － － 

社債 － － － 

株式 － － － 

その他の証券 173 － 173 

合計 173 － 173

（単位：百万円） 

国内業務部門 国際業務部門 合計 

（単位：百万円） 

国内業務部門 国際業務部門 合計 

＜平均残高＞ 

■ 預証率（平成13年度）

期末残高 13.40 － 13.40 

期中平均 29.15 － 29.15

（単位：％） 

国内業務部門 海外業務部門 合計 

（注）平均残高につきましては、銀行業務開始後の期間である平成13年7月23日～平成14年3月31日の期間に
基づいて算出しております。

（注）期中平均残高につきましては、銀行業務開始後の期間である平成13年7月23日～平成14年3月31日まで
の期間に基づいて算出しております。

■ 有価証券残存期間別残高
残存期間のある有価証券はありません。
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■ 商品有価証券平均残高
該当ありません。

■ 銀行法に基づくリスク管理債権（平成14年3月31日）

破綻先債権額  － 

延滞債権額  － 

3ヶ月以上延滞債権額  － 

貸出条件緩和債権額  － 

合計  － 

（単位：百万円） 

■ 金融再生法に基づく資産査定（平成14年3月31日）

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 － 

危険債権  － 

要管理債権  － 

正常債権  － 

合計  － 

（単位：百万円） 

（注）上記は、金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づくものであります。
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■ 単体自己資本比率（平成14年3月31日）

基本的項目  （Ａ） 4,229 

補完的項目
 一般貸倒引当金  － 

 　うち自己資本への算入額 （Ｂ） － 

控除項目
 他の金融機関の資本調達手段の意図 （Ｃ） 

－
 

 的な保有相当額 

自己資本額 （Ａ）+（Ｂ）-（Ｃ） （Ｄ） 4,229 

 資産（オン・バランス）項目  3,194 

リスク・アセット等 オフ・バランス項目  － 

 計 （Ｅ） 3,194 

自己資本比率（国内基準） = 
（Ｄ） 

×  100  132.38％ 

    
（Ｅ） 

（単位：百万円）＜国内基準＞ 

（注）上記は、銀行法第14条の2の規定により定められた算式に基づいて算出しております。
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開示項目一覧表

本誌は、銀行法第21条に基づき銀行法施行規則第19条の2に定められた開示項目を以下のページに記載しております。
当行は、銀行業務を平成13年7月23日に開始しております。平均残高につきましては、銀行業務開始後の計数を記載しております。
利回り・利益率等、平均残高を使用する諸指標につきましては、記載しておりません。

■ 銀行法施行規則に基づく開示項目
銀行の概況及び組織に関する事項

経営の組織  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 6

大株主一覧  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 5
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